
（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した
日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名
競争入札の別(総合
評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長

H29.9.22～H30.2.23 特定離島港湾事務所
建設コンサルタント等 東京都品川区北品川１－３－１２

特定離島港湾管理船検討業務

3010005017267

平成２９年６月分該当無し

平成２９年５月分該当無し

一般競争
（総合評価）

一般社団法人日本作業船協会

H29.9.22
東京都千代田区有楽町１－１２－１

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

平成２９年８月分該当無し

平成２９年７月分該当無し

平成２９年４月分該当無し

14,451,679 14,040,000 97.2%



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した
日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公
募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

平成２９年６月分該当無し

平成２９年５月分該当無し

（注1） 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

平成２９年７月分該当無し

平成２９年４月分該当無し

平成２９年８月分該当無し

平成２９年９月分該当無し



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名
競争入札の別(総合
評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長
特定離島港湾事務所
東京都品川区北品川１－３－１２
分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長
特定離島港湾事務所
東京都品川区北品川１－３－１２

分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長
特定離島港湾事務所
東京都品川区北品川１－３－１２
分任支出負担行為担当官
特定離島港湾事務所長
特定離島港湾事務所
東京都品川区北品川１－３－１２

8010001072393

9010401116534 

単価契約
予定調達総額

¥4,516,560

62.4%

100.0%1,119,938

2,484,000 100.0%

3,283,119 2,047,680

68.0%
基本月額 基本月額

553,703 376,380

神奈川県鎌倉市岡本１－２２－２５

1,119,938一般競争入札

8010401083981

2,484,000

南鳥島気象海象予測提供業務 一般競争入札
東京都豊島区駒込２－３－１

H29.4.3

株式会社応用気象エンジニアリン
グ

特定離島港湾事務所車両管理業務

7013301003052

一般競争入札
東京都港区港南１－６－３４

H29.4.3

日本総合サービス株式会社
東京支店

南鳥島港湾保全管理所空調設備等保守点検
修理業務

H29.7.5
株式会社コスミック

一般競争入札

平成２９年５月分該当無し

平成２９年６月分該当無し

平成２９年８月分該当無し

特定離島港湾事務所航空タービン燃料（JＰ−
５）購入

平成２９年９月分該当無し

H29.7.6
東京都港区芝浦１－１－１

コスモ石油マーケティング株式会社
産業燃料部

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びにその所属
する部局の名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計法
令の根拠条文及び理由（企画競
争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

平成２９年７月分該当無し

平成２９年９月分該当無し

平成２９年８月分該当無し

平成２９年４月分該当無し

平成２９年５月分該当無し

平成２９年６月分該当無し

（注1） 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


